



Roles Government Should Play 
for Reduction in Married Females' Housework Hours : 
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　　　　　　　　　　（t」｝ji斤）　，rfi（20D5），　P．28。
　なぜ男女問で賃金格差が発生するのかは様々な点から説明されるが，そのユつがが女性の結婚・出
ペナルティである。「結婚（出産）が直接・間接に及ぼす賃金への影響の総計を広義の結婚（出産）
レミアム／ペナルティ」と1駄‘・ここで「プレミアム」は難を上昇させることを，「ペナルティ」
賃金を低下させることを意味する。結婚や出産は男性には結嬬（出産）プレミアムをもたらすと考
られている。これを説明する仮説として「生産性上昇仮説」がある。これは，夫は，結婚や出産に
って父親としての責任感や幸福感を得るため，働く意欲が増して仕事の生産性が上昇する，あるい
が獅労伽大部分を負担してくれるために夫は仕事に専念でき，多くの人的資本を蓄積できる
で生産性が上昇する，というものである。このほかの仮説としては「補償賃金仮説」がある。これ
，夫婦間で夫は仕事，妻は家事労働という分業を行っている夫は，結婚によって高い賃金を得る必
が生まれるので劣悪な労働環境の仕事でも引き受けるというものである。このほか，雇用主が独身
を差別するという「独身者差別仮説」もあるが，実証的な研究成果はない。他方，女性には結婚（出
）プレミアムをもたらすとの研究成果はほとんどなく，むしろ結婚（出産）ペナルティをもたらす
考えられている。これを説明する仮説として「生産性低下仮説」がある。これは，出産や育児によ
家事労働の負担がその期問の女性の生産性を低下させ，しかもその期間のキャリア中断が将来的な
産性をも低下させるとするものである・こ2Z以外の仮説として「補イ顛金仮説」がある．「夫は仕事，
は獅’育児」と・・う礫備llが確立してい翻合，賃鉱準力・低下しても，女性は家事．胡と
立できるような仕事を選択すると考えられる。他にも，雇用主が既婚女性や子どもをもつ女性を差
するという「既婚女性／母親差別仮説」があるが，これも莫証的な研究成果はない。
川口（2008）は日本のデータを用いて実証分析を行Lい，次のような結論を導いている7。男性の結婚
レミアムは雛11朝までは鋼するが，その後低下する．女性につ・・ては，臓の結婚ペナルティ
組5％・蟻の臆ペナルティヵ・・O・4％強である．轍年数蹴業の経験年凝考慮すると躍ペ
ルティは消えるが，結婚ペナルティは低下するものの5．8％発生する。女性が常勤でしかも働き続け
いる場合には広義の女性の結婚ペナルティ砿義の出産ペナルティも難しな、㌔パ＿ト．アルバ
ト嘱託’その他の揚合常勤の女性よりも6．7％大き嬬婚ペナルテ初・難する．以上から渤
形態燗係なく出産ペナルテif・Cま女性が出産を機に就業を9・　IErfすることヵ・ら発生すること，繭で
いていた姓が繍や罐を槻・パート等蹴業形態を変更することでも結婚ペナルティ醗生す
こと輔味している・つまり・姓が結婚や出産を機に・・か蹴業を中断させな励㍉もし中断し
　川口　　（2008），　p．161e
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ても常勤での復職の可能性をいかに高くするかが望ましいことを表している。なお川口（2008）は，
常勤かパートかという就業形態の違いを含めても5％の女性の結婚ペナルティが存在することは海外
の研究ではみられない特徴としている。
5．既婚女性の再就職市場
　先に述べたように，日本の女性の労働力率は結婚・出産・育児を契機として一1時的に低下すると考
えられている。横山（2005）は財団法人家計経済研究所による第1～第8年度〔1993－2000年）実施
『消費生活に関するパネル研究』で継続調査の対象となった25歳から41歳までのデータを用い、婚
姻状態を未婚女性，既婚女性，離婚経験のある独身女性の3つのグループに分けて，婚姻状態と就業
状況，そして婚姻状態別に見た離職理由について詳しく分析を行なっているS。その調査結果は，以下
の通りである。
　既婚女性694名（新婚132名，継続婚562名）のうち，1年以内に仕事を辞めた入の離職理由で最も
多いのは，「出産・育児のため」で全体の19％，次に「結婚のため」「労働条件が悪かったから」がと
もに同15％で続く。薪婚女性に限れば「結婚のため」が圧倒的に多く，全体の77％を占める。結婚
を継続している女性では「出産・育児のため」が21％で最も多い。この調査結呆からも，いかに結婚・
出産・育児が女性を離職させる大きな契機となっているかが理解できる。未婚者のうち72．7％が常勤
で雇用されており，最も多い。パートは13．3％である。ところが既婚者では無職の人が51．8％と最も
多く，次いでパート22，1％，常勤18．3％となる。さらにユ年以内に新規就職した女性に限ると，未婚
者のうち常勤雇用で就職した人は49．4％，これに対して既婚者では常勤雇用で就職した人はわずか15．
5％（つま1，パートが84．5％）である。既婚女性が何らかの要因で新しい職に就く楊合，常勤雇用で採
用されるのは非常に困難であることがわかるeこれら新しく就職した既婚女性の雇用形態の履歴を見
ると，ユ年前に無職だった入が常勤になったのは400名のサンプルのうち32名，1年前にパートだっ
た人が搭勤採用されたのはサンプル18t　200名のうち35名，1年前に常勤で雇用されていた入が常勤で
採用されたのはサンプル数59名のうち32名で，残りの27名はパー一トでの採用であt），常勤であった
人でさえ半数をわずかに上回る程度しか常勤で採用されていない。これらのことから，既婚女性は離
職前に常勤で雇用されていなければ，次に新しく雇用されるとしても常勤での採用は非常に困難であ
ることが理解できる。
　また脇坂・奥井（2005）は，結婚・出産・育児で辞めた大卒女性の労働市場に注目し，そのような
大卒女性が正社貝としての再就職を希望する労働時間が，正社貝として採用する需要者側たる企業の
提示する労働時間に比べて短いことと，彼女たちが希望する年収がやはり企業の提示するそれよりも
高いことを明ちかにしている9。
　正規雇用である常勤労働者と非正規雇用であるパート・タイム労働者の賃金・給与格差とその男女
間格差は，縮小してきたとはいえ，依然として残っている1°。つまり，日本で女性が結婚，出産あるい
は育児を契機にひとたび離職してしまうと，たとえ夫が家事・育児労働に参加することで自らの家事
労働時間を削減できる可能性が生まれたとしても，その恩恵を最大限享受して高い賃金率の市場労働
を選び，効用水準を上昇させることができる既婚女性は僅かである。これらのことから，離職してい
る既婚女性の多くは自分の留保賃金に比して相対的に低い賃金率のパート労働という非正規雇用での
8椥11（20D5），　PP．ユ50・161。
9　1協圭短［’與引：　（2005）t　pp．19tl－196。
loｯ垂　（2DO5），　PP，2S，29a
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採用しか選びようがなく，しかも家審・育児労働も一一定時間は従事させられるという閉塞的な状況に
置かれていることが想像できる。
6．夫の家事・育児参加への課題：日本の長時間労働
　夫の家事・育児分担を規定する要因に関してはさまざまな仮説が考えられている。その主な仮説と
しては，家事・育児に参加するには一定の時間が必要であり，夫婦のうち時間に余裕のある方が家事・
育児に多く参加するとする「時間制約説」がある。伝統的な性別役割分業意識をもつ夫は家事・育児
への参加時間を減らし，逆に性別役割分業に否定的な考え方をもつ夫は家事・育児への参加時間を増
・やすとの考え方は「イデオV　｝’一一／性別役割説」とよばれる。たとえば，すでに考察したように，結
婚後に家事・育児分担に関して夫婦朋で話し合いが行われる場合，男性主権的な結婚では夫は妻より
も強力なその交渉力を発揮することで自ちの家事労働時問を減らし，婁の家事労働時間を増やすこと
が考えられる。夫婦のうち収入や教育などの資源を多く有している方が家事・育児への参加を減らす
とする「相対的資源説」がある。夫婦が親と同居している場合，長時間労働によt）時間的資源を減少
させた夫の代りに，同居している親が家事・育児に参加することも指摘されている。これは「代替的
マンパワー説」とよばれる。過去の日本に関する研究事例の多くは時間制約説を支持しており，夫の
長時間労働や帰宅時聞の遅さがその家嘉・育児参加を減ちしていることが明らかにされているlt。
　旧本の労働1寺問が国際的に見て長いことはしばしば指摘されるところである12。日本では，妻の就業
形態は必ずしも正規雇用であるとは限らず，パートや派遣など様々であるのに対し，夫は正規雇用労
働者であることが多い。過去の実証分析の結果も併せて考えるならば，正規雇用労働者である夫の長
時問労働は「夫は仕事，凄は家事・育児」という性別役割分業を固定化させ，夫の家事『・育児への参
加時間と娑の労働市場における労｛珈寺問を限定的なものとする。特に子供がいる家庭では，たとえ夫
に育児への参加の意思があったとしても，勤め先で長時間労働を強いられることで帰宅時間も遅くな
り，育児にかかわることができる時間も少なくなる。また妻が市場労働に限定的でも従事するとして
も，時隅の制約から正規雇用ではなく非正規雇用となる可能性が高い。
　以上のことは，日本の深刻な少子化問題をもたらす一因としても作用していると考えられる。少子
化現象の主な要因は非婚化と晩婚化とされる。女性の高学歴化が進み，男女間賃金格差が是正されて
きたことから，結婚，出産，育児を契機とした女性の離職は，女性が一II寺的にせよ永続的にせよ労働
市揚から退出することから発生する機会費用が増大したことを憲味し，これが特に非婚化現象につな
がっていると考えられる。もちろん結婚，出産，育児は個人の自由であるし，少子化が進展した背景
としての女性の高学歴化や男女間賃金格差是正，あるいは女性の非婚・晩婚といった選択が非難され
るべきではない。
　第2に，長時問労働は労働者に肉体的疲労と精神的疲労をもたらし，心と身体の健康問題を発生さ
せ，殻悪の場合には自殺や過労死に至らせる。これは家庭外で働く者だけに起にる事態ではない。家
事・育児を主に担っている妻はその精神的ストレスを夫とのコミュニケーションで軽減しようにも，
夫の帰宅時間は夜遅くなるため夫婦間でのコミュニケーションに割くことができる時間は短くなる。
また日本では核家族化が進んできたため，夫以外に相談する相手が家庭内にいない場合も多い。比較
：1日本でもパネルデータを川いた夫の家事・育兜参加の郷ヒ要閃に関する実証耐1究が行なわれている。永井（20e1），松田
　（2005，2006），水落｛2006）、福川（2007）などを参照せよ。
t2??J｛2005）tiS　2000　il三における年間実必働11？S問の国際比較を行っている。たとえば日本の労働時間を100とした場合，
　男性についてはアメリカ95，イギリ7．　88，フラン7．　77，ドイツ76，イタリア75である。女性についてはアメリカ103
　イギ’j　7x　88，7ランスq．2，ドイツ87，イクtJ・ア87である。水野谷（2005），　p、96を参照せよ。
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的近くに親などが住んでいるなど精神的ストレスを解消できるパーソナル・ネットワークを持ってい
れば，凄も精神的ストレスをかなり解消することもできるだろうが，転勤などをきっかけに新しい土
地で生活を始めた：場合，必ずしもそのようなネットワークを持っているとは言えず、精神的ストレス
は解消されない。
7．政府の役割
　本論文では既婚女性の時間配分と消費に関する合理的選択理論から，彼女たちが直面する賃金率や
夫による家事労働，夫婦間の不公平な交渉力が，彼女たちの時間配分や消費水箪にどのような影響を
及ぽすのかを近年の様々な研究事例とも併せて考察した。現代日本における既婚女性にとっての労働
市揚の現状は，非常に閉塞的で厳しいと言わざるを得ない。どのようなライフコースを歩むか，どの
ような就業形態を選択するかは個人の自由であるし，夫婦間でどのような時間配分を行なうかも家庭
の問題であるeしかし、女性にとってはひとたび結婚して出産すると，家事・育児の負担の多くが一
気にその女性に襲ってくるだけでなく，それを契機に離職してしまうと事実上は時間制限的で賃金率
の低い非正規雇用しか選択の余地がなくなるといっても過言ではない。その意味ではこのような状況
では女性が結婚や出産をためらうのもやむをえず、女性の特殊出生率が大幅に上昇することはとても
期待できないであろう。このようなことも踏まえるならば，政府の役割は以下のようになるであろう。
　第1に長時間化する労働時間を削減することである。労働時閥の削減は男性，女性に関係なく重要
である。しかし性別役割分業意識が根強く残っているとされる日本では，労働時問削澗1が多くの夫の
家事・育児参加1時間を増加させて，夫と妻双方のワーク・ライフ・バランス実現に貢献するものと期
待される。また夫婦間のコミュニケーションに割かれる時間をも増加させるため，夫婦の身体的・精
神的な健康度を高める。夫の増加した家事・育児労働時間とちょうど同じだけの婁の家事・育児労働
時間が削減されれば，妻の1時間配分に自由度が増し，市場労働により多くの時間を配分することも可
能になる。
　しかし，長時問労働から解放された夫が伝統的な性別役割分業意識を持っていれば家庭内で家事・
育児労働に参加しないか，参加してもその時問はかなり短いものと考えられる。したがって，第2に，
政府は今まで以上に男女平等と性別役割分業意識撤廃を推進する必要がある。
　離職した既婚女性が，たとえ夫の家事・育児労働参加によりちょうどそれに等しい家事労働時聞を
削減できるようになったとしても，彼女が正規雇用で復職できるとは限らない。既婚女性が労働市場
で直面する賃金率が彼女の家事労働の限界生産物価値よりも低ければ，、彼女はその限界生睦力に等し
くなる点まで家事労働への時間配分を延ばさざるをえず，その分だけ市場労働への時間配分は減少す
ることになる。このような状況で彼女が就業できるのはパート・タイム労働のような非正規雇用であ
ろう。女性の賃金水準は男性のそれに比べて，改善されつつあるものの，いまだに低く抑えられてい
るnしたがって第3の政府の役割として，同一価値労働同一賃金原則の導入による男女間賃金格差の
解消と，結婚や出産・育児を機に離職した女性にも正規雇用での再就職の機会を増やすことが挙げら
れる。2001年10月の雇用対策法改正により労働者の募集・採用に年齢制限を設けてはいけなくなった
にもかかわらず，法律を順守しない企業所がまだ存在するとの報告がある13。このような事業所に対し
・・　2eOl年10月一ド励・・も11∫1枷」i・かけてと，1i司年11刑1旬から閣陶1こかけて合計5，359の｝牒房iに対して女性ζ側1
　の未米館が実施した「大卒の再就職に関する事榮所調査」では，過去3年間に大卒の女性の再就職を受け入れた：F巣所
の中で正襯，非正社髪旦それぞれの獺にあたり年i㈱駅を設け螂獅rは正祉既受け入れた蝶河rの5ユ・7％・非正
　祉員を受け入れた事楽所’の60．9％に上っている。脇坂・奥井｛2005｝　，p．　IS5及びp．　197を参照せよ。
一71－一
ては法律で厳しく対処すべきであろう。
　疲後にポジティブ・アクションとファミリー・フレンドり一施策の実践を政府の重要な役割として
挙げておく。雁用における女性差別を撤廃する取組みとしてポジティブ・アクションがある。これは
社会のあらゆる分野における活動に参画する機会に関して男女問の格差を改善するための積極的改善
措澁のことであリ，男女共同参画社会を形成するための重要な概念である。具体的には，企業による
女性の採用・職域の拡大，女性管理職の増加，女性の勤続年数の伸長，職場環境・風土の改善などで
ある。しかし，女性のキャリア形成が男性と同程度に進んでいるとは言えないのが現状である。金井
（2007）は女性のキャリア形成を阻害する要因として，職場に女性差別的環境があることと，仕事と
家庭の両立が困難であることの2点を挙げている1　’：。前者は女性のキャリア形成薫欲を低下させ，女性
を職揚から退出させる。後者についてはファミリー・7レンドリー施策が求められるIs。労働時問削減
による夫婦問における家事・育児労働負担の平等化が実現されたとしても，現実には家事・育児に必
要なII寺醐のすべてを夫婦二人で分かち合うことは困難であるeこのような観点かちも育児支援を中心
としたファミリー・フレンドリー施策の実施が必要である。政府はファミリー・フレンドリー企業を
表彰したり1その活用などについての情報を提供したりしているが，十分な対策が取られているとは
言えない。法律を整備するなどより積極的な推進が政府には求められる。このようなポジティブ・ア
クションとファミリー・フレンドリー施策を効果的にするためにも，ワーク・ライフ・バランス（仕
蔀と生活の調和）の実現が必要である。
　重要なのはこれら政府の役割を同時に実行することである。そしてこれらの同時達成が結婚を希望
しながら結婚できないできる女性の結婚促進と特殊出生率の引上げという点でも有効であることを付
け加えて本稿を終えることとする。
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